
新技 術と 社会 づく りに 関 する 特別 委 員会 議 事次 第

令 和 ６ 年 10月 １ 日 (火 )

午 後 １ 時 3 0 分 ～

於 ： 第 ５ 委 員 会 室

１ 開   会

２ 所管 事項 の調 査

  「脱 炭素 社会 の実 現 に向 けた 新 技術 の活 用に つい て」

    参考 人： 株式 会 社エ ネコ ー トテ クノ ロジ ーズ

代表 取締 役社 長 加藤 尚 哉 氏

３ 閉会 中の 継続 審査 及 び調 査

４ 今後 の委 員会 運営

５ そ の 他

６ 閉   会



脱炭素社会推進課長 中 埜 博 之

商工労働観光部副部長
（産業創造担当）

山 本 太 郎

産業振興課長 安 達 雅 浩

( 計 ３ 名 )

新技術と社会づくりに関する特別委員会　出席要求理事者名簿
（令和６年９月府議会定例会）

【商工労働観光部】

【総合政策環境部】



脱炭素社会の実現に向けた
新技術の活用について

京都府
総合政策環境部
脱炭素社会推進課
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▲46％▲20％

[万トン]

 京都府の温室効果ガス削減目標 2030年度に2013年度比で46％以上削減
 府内における2022年度温室効果ガスの排出量は1,272万トン
（2013年度比▲20.2％、前年度比+1.8％）

 コロナ禍からの経済回復により、運輸部門や業務部門のエネルギー消費量は前年度より増加
 エネルギー消費量全体としては前年度比で1.4％減少したが、電気のCO2排出係数の増加の影響もあり、
温室効果ガス排出量は前年度より増加

基準年度 目標年度

京都府における温室効果ガスの排出量
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[百万kWh]

17.4億kWh

11.8億kWh

14.8億kWh 15.3億kWh

13.3億kWh

再エネ条例制定

＋5.6億kWh/年（＋47％）

水力
44％

太陽光
45％

14.0億kWh

15.9億kWh
16.9億kWh

 2015年度に「京都府再生可能エネルギーの導入等の促進に関する条例」を制定
 条例制定前年度と比較し、2022年度までの8年間で府内の再エネによる年間発電量は約1.5倍に
 最も発電量が多いのは太陽光発電（45％）で、次いで多いのが水力発電（44％）、合わせて全体の
９割を占める。

17.1億kWh

京都府内の再生可能エネルギーによる年間発電量の推移
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電源種別 現状
(2021年度)

目標
(2030年度)

評価・課題等

太陽光 779
百万kWh

1,740
百万kWh

 住宅から事業者まで幅広く導入が進んでいる電源
 卒FITによる自家消費やRE100によるオフサイト電源、BCP対策、市
場活用等、PV調達のニーズや投資環境が多様化

 大規模開発は環境配慮や住民理解が重要
 大量廃棄の懸念、リサイクル手法の確立や次世代技術の開発

水 力 763
百万kWh

763
百万kWh

 供給開始までのリードタイムが長い（約13年）
 大野発電所(公営)が立地し、貴重な供給力
 用水路や小規模河川等の小水力は法規制や経済性等から普及が
限定的

バイオマス 196
百万kWh

230
百万kWh

 市町村運営の廃棄物発電所や、北部で大型発電所が稼働
 対象資源が豊富(森林、家畜、廃棄物等)で、地域資源の有効活
用が期待

 更なる木質バイオマス発電の普及には、府内産木材の安定供給が
必要

風 力 0
百万kWh

1,000
百万kWh

 供給開始までのリードタイムが長い（約８年）
 風況・地理等の立地制約(洋上風力では一部地域に限定)
 大規模案件は雇用創出や地域貢献が期待され、投資が積極的な
分野の一つ

京都府の再生可能エネルギー導入状況の評価
 京都府は導入適地が少ない状況を踏まえ、建物の屋根、農地や駐車場等の活用など、あらゆる手段を
講じて導入を加速していく必要

 特に、太陽光発電は様々な場所で導入が可能なポテンシャルの高い電源
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【参考】国土面積・平地面積当たりの太陽光設備容量の各国比較

5出典：気候変動対策の現状と今後の課題について（環境省・経済産業省）



 経済産業省はペロブスカイト太陽電池をはじめとした次世代型太陽電池の導入拡大に向けた戦略策定
を目指す「次世代型太陽電池の導入拡大及び産業競争力強化に向けた官民協議会」を開催

国の動き ～官民協議会の開催～

（１）太陽光パネル産業の振り返り
（２）次世代型太陽電池の導入目標・価格目標の策定
（３）導入拡大に向けた課題と対応の方向性の整理
（４）国内サプライチェーンの構築に向けた方向性の検討
（５）海外市場の獲得に向けた戦略の検討
（６）その他、廃棄・リサイクルなど留意すべき点について

検討事項

参加者
委員 8名
高村 ゆかり 東京大学 未来ビジョン研究センター 教授 ほか
協議メンバー 237者（うち自治体156）
株式会社アイシン、株式会社エネコートテクノロジーズ、株式会社カネカ、積水化学工業株式会社、
株式会社東芝、パナソニック ホールディングス株式会社 ほか
関係省庁
金融庁、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省
事務局
経済産業省 資源エネルギー庁

9/10 時点
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（案）

                         令和６年 月 日

京都府議会議長 石 田 宗 久 殿

       新技術と社会づくりに関する特別委員長 中 島 武 文

         閉会中の継続審査及び調査要求書

本委員会に付されている事件は、下記の理由により、引き続き審査及び調

査を要するものと認めるから、京都府議会会議規則第75条の規定により申し

出ます。

                記

１ 件  名

  ＡＩ、ＩоＴなどの先端技術を活用した新産業の創造や京都産業の多様

性を生かし、人材確保策をはじめ様々な分野の課題の解決を図るととも

に、脱炭素社会の実現に向けた施策について

２ 理  由

  審査及び調査が結了しないため



商工労働観光部

行催事等に係る委員会調査一覧表

行催事等名
主催者名

（招待者名）
会　場

（市区町村名）
日　時

京都スマートシティエキスポ2024
オープニングセレモニー

京都スマートシティエキスポ
運営協議会

けいはんなオープン
イノベーションセンター(KICK）
（木津川市・相楽郡精華町）

令和６年10月３日（木）
午前10時～10時20分
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